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平成１７年度当初予算 環境安全部主要施策の概要

◎ 主 要 事 業

事 業 名 金 額 （千円） 説 明

１ 環境施策の総合的推進と仕組みづくり

・ 環境総合計画の周知・普及 ３，３５１ 環境総合計画説明会の開催 351千円

県内４箇所（輪島、七尾、金沢、小松）

紙を使わない普及の推進 3,000千円

・普及用ホームページコンテンツの作成

・周知・普及内容のＣＤ－ＲＯＭ化

・ 環境に関する知識・情報の整備・活用 ３，１００ 県民、事業者、環境保全団体、行政機関、研究機関等の

相互連携による、環境に関する知識・情報の集積、活用

環境に関する知識・情報活用システム設計 2,938千円

大学、研究機関、ＮＰＯ、企業等からなるワーキン

ググループによる設計（ハード・ソフト）

システムの管理・運営体制の検討 162千円

・ 県民エコステーションの充実 ３０，２６３ 交流・活動支援

環境情報交流サロンの開設、環境保全団体への活動費

助成、フライブルクエコステーションとの姉妹交流

環境教育の推進

県民環境講座の開催（３コース）

地球温暖化対策活動の推進

地球温暖化防止活動推進員普及促進技術研修会開催

エコクッキングの実践（県内４地域）

普及啓発

いしかわ環境フェアの開催、環境ライブラリーの整備

環境情報の提供、移動食器洗浄車の貸し出し

２ 生活環境の保全

・ 低コスト型生活排水処理構想の推進 ４，５００ 石川県独自の基準（整備コスト、維持管理コスト、整備

手法）を定め、市町村自らの判断で最も適した生活排水

処理施設を選択できるようマニュアルを作成

生活排水処理施設選定マニュアル作成費 1,200千円

震災時に対応した浄化槽設計要領作成費 1,850千円

市町村主催ミニ集会支援等（講師派遣等） 1,450千円

・ 生活排水処理施設整備普及促進費 ６１６，０８７ 生活排水処理施設整備総合補助制度の創設

・各種整備手法(下水道、農業集落排水、浄化槽等)ご

との制度を一元化した総合的な県費補助制度を創設

・新制度導入の効果

各部ごとの整備手法にとらわれず、市町村独自の

考え方で、より早く整備が可能

生活排水処理施設整備普及促進費補助金 562,167千円
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事 業 名 金 額 （千円） 説 明

浄化槽普及推進費（個人設置型）補助金 53,920千円

金沢市ほか１７市町村 ３８９基

・ 農業集落排水事業費(農林水産部から移管） ５３７，９９３ 農村地域における下水道整備

新規６地区 継続６地区

・ 漁業集落排水事業費（農林水産部から移管） １５２，４６０ 漁村地域における下水道整備

新規１地区 継続２地区

・ 流域下水道の整備（土木部から移管） １，４５１，０７０ 加賀沿岸流域下水道(梯川処理区) 1,305,600千円

予 算 計 上 828,600千円

債務負担行為 477,000千円

加賀沿岸流域下水道(大聖寺川処理区) 145,470千円

・ 地盤沈下等対策費 １４，５８９ 水準測量及び観測井等調査費 9,160千円

手取地域等地下水保全対策費 5,429千円

・ 水質環境基準等監視調査費 ３９，０５６ 排水基準監視指導費 3,582千円

環境基準監視等調査費 29,345千円

地下水汚染等監視調査費 5,998千円

水質測定計画作成費 131千円

・ 湖沼水質保全対策検討調査費 ７，０９２ 河北潟における水質汚濁負荷量の状況を把握し、負荷削

減による湖沼水質保全対策の検討

発生源別汚濁負荷量、水質汚濁機構、既存の水質保全

対策、水質改善効果予測の検証及び対策の取りまとめ

・ 簡易水道等施設整備費 １５，１８８ 簡易水道等施設の新設、改良事業に対する助成

交付先 ４市町 ９か所 6,718千円

離島海水淡水化施設整備事業に対する助成 8,470千円

工事期間 H13～15

交 付 先 輪島市

助 成 額 交付予定額 42,350千円（H14～20）

（輪島市の実質負担（元金分）の1/2）

・ 大気汚染監視費 １１５，８７４ 大気汚染監視網管理費 96,500千円

環境測定局 １７局 自動車排出ガス測定局 ２局

中 継 局 １局 移動測定車 １台

大気監視測定機器整備費 17,226千円

有害大気汚染物質監視調査費 2,148千円

・ 騒音、振動規制対策費 １２，４１８ 自動車騒音測定評価費 4,912千円

航空機騒音測定機器整備、調査 7,506千円

・ ダイオキシン対策費 １２，６１７ 常時監視の実施

一般環境調査（大気、公共用水域、地下水、土壌）

発生源周辺地区環境調査

一般廃棄物、産業廃棄物焼却施設周辺環境調査

・ ＲＤＦ広域化推進費補助金 １４，９６３ ＲＤＦ製造施設完成後に廃止となったごみ焼却施設の起

債償還残額に対する助成

河北郡市広域事務組合 14,963千円

・ 環境ホルモン対策費 ６４０ 河川７カ所における水質調査

・ 化学物質等環境汚染対策費 １，７３２ 化学物質の環境中残留濃度実態調査

環境安全部



- 3 -

事 業 名 金 額 （千円） 説 明

・ 環境影響評価審査費 ６８０ 「ふるさと環境条例」に基づく技術審査の実施

審査案件 金沢市新埋立場

３ 自然と人との共生

・ ふるさとの里山再生推進事業費 ２，０００ 「ふるさと環境条例」に基づく里山保全再生協定の認定

と活動支援（活動団体への支援交付金の交付、指導者の

派遣、講習会の開催など）

・ 夕日寺健民自然園整備事業費 ５９，６００ 夕日寺モデル里山学校の推進に必要な基盤整備

里山センター(仮称)の建設 Ａ≒160㎡

（茅葺民家の移築、H17～18の２カ年）

・ 人とクマの共生推進事業費 ８，０００ 平成１６年秋のクマの異常出没をもたらした原因の究明

や、クマの生息域の確保策の検討等

４県共同による生息数・分布調査、放獣効果実証

人とクマの共生についての検討会の開催

人とクマの共生のあり方についてのシンポジウム等

・ 希少野生動植物の保護 １２，４５２ 野生動植物の保護対策事業費 2,000千円

保護を必要とする希少野生動植物を指定し、保護対策

を推進。また、生態系に悪影響がある外来生物につい

て普及・啓発し、県内の自然生態系の保全を図る。

いしかわレッドデータブックフォローアップ事業費

6,660千円

「いしかわレッドデータブック」（H11年度発行）に

掲載されている絶滅危惧種等のモニタリング調査及び

小中学校等の県民参加による希少種の分布状況調査

事業期間 H16～H20（H20：とりまとめ・いしかわ

レッドデータブック改訂版発行）

希少野生動植物保全対策事業費 2,592千円

市町村が実施するﾚｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾌﾞｯｸ掲載種等の保護事業に

対する助成

交付先：珠洲市（補助率：1/2）

（ｼｬｰﾌﾟｹﾞﾝｺﾞﾛｳﾓﾄﾞｷ等保全対策事業）

志賀町（補助率：1/2）

（ｲｶﾘﾓﾝﾊﾝﾐｮｳ･ｳﾐﾐﾄﾞﾘ保全対策事業）

白山外来植物対策事業費 1,200千円

高山帯地域等への外来種侵入による現生植物への影響

調査、対策事業の実施

・ トキ分散飼育受入条件調査費 ４，７００ トキの分散飼育を受入れるための調査検討等

庁内ワーキングによる受入条件調査、トキの近縁種に

よる飼育繁殖技術の向上、県民の理解の拡大

・ いしかわ自然学校推進費 ２２，１９１ 指導者養成・派遣の実施 16,076千円

インストラクタースクールの運営

・インタープリターセミナー

自然体験活動の基礎的な技術と知識の習得
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事 業 名 金 額 （千円） 説 明

・インストラクター養成課程

安全で質の高いプログラムの企画から実施、評価ま

で行うことのできる指導者の養成

指導者・講師等派遣

・民間が行うプログラムへインタープリター等を派遣

・学校等が行う自然教室等へ専門講師を派遣

夕日寺モデル里山学校の推進 2,937千円

里山保全ﾜｰｷﾝｸﾞﾎﾘﾃﾞｲ、里山あそび塾等の実施

白山まるごと体験教室等の実施 3,178千円

山のまなび舎：白山まるごと体験教室、県民白山講座等

自然解説事業：自然観察会

（参加者総数 25,000人）

・ 温暖化影響検出のモニタリング調査費 ２，７００ 白山における高山植物等を活用した温暖化影響の調査

・クロユリの開花時期等の調査

・千蛇ヶ池雪渓の規模の動態調査

４ 地球環境の保全

・ 地球温暖化防止モデル地域活動推進事業費 １，０００ 地球温暖化対策推進法による地域協議会設立を目途に、

地球温暖化防止活動推進員を中心として地域の関係団体

等が参加する組織的な取り組みに対し助成

交付先 市（地域協議会設立を前提）

対象地域 加賀地区、能登地区各１市

補助金額 各５００千円

・ 地域版・家庭版環境ＩＳＯの普及促進費 ２，４１１ 「いしかわ地域版・家庭版環境ＩＳＯ」に基づき自主的

に環境保全活動に取組む地域、家庭を認定、活動支援

地域版環境ＩＳＯの参加地域の認定（６地域）

家庭版環境ＩＳＯの参加家庭の登録（１００世帯）

・ 学校版環境ＩＳＯ取得支援費 １，３０５ 県内の小・中・高校・特殊学校における「いしかわ学校

版環境ＩＳＯ」の普及、認定、活動支援（５校）

・ 住宅用太陽光発電システム設置費補助金 ３０，０００ ＮＥＦの補助対象者へ上乗せ補助をする市町村へ助成

内 容 出力１ＫＷ当たり２２．５千円

（標準システムは４ＫＷ／基）

補助基数 ３３０基

・ いしかわ地球温暖化防止推進事業費 １６，４１９ 県庁グリーン化率先行動の推進

県有施設グリーン化推進費 12,571千円

県有施設への省エネルギー化設備の導入

九谷焼技術研修所、奥能登土木総合事務所、輪島

漆芸技術研修所

低公害車普及推進費 723千円

電気自動車の維持管理費

省資源化等推進費 3,125千円

紙類のリサイクル推進、節水の促進など
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事 業 名 金 額 （千円） 説 明

・ 県庁舎環境マネジメントシステム運営費 ２，９０８ 県庁舎、保健環境センター、工業試験場のＩＳＯ１４０

０１を統一、更新審査の一括受験により更新費用を節減

更新審査費 1,794千円

職員の環境マネジメントシステム研修 1,114千円

・ 中国江蘇省・韓国全羅北道・ロシアイルクー ２，５３８ 中国江蘇省、韓国全羅北道の環境関係職員を招聘し、技

ツク州環境協力事業費 術検討会を開催 789千円

テーマ 環境協力トライアングル事業

中国江蘇省研修員の受け入れ １名、４ケ月 1,261千円

環境管理に関する技術・手法等の研修

ロシアイルクーツク州農業及び環境関係職員を招聘し、

検討会を開催 488千円

テーマ 環境配慮型農業

・ 酸性雨調査費 ２，４７２ 陸水、土壌、植生モニタリング調査

・ 黄砂調査費 １，０３１ 黄砂の粒径別粉じん量の調査、成分分析

５ 循環型社会の形成

・ ゼロエミッションの推進 １５，６４３ ○企業・地域の廃棄物の減量化の推進 2,300千円新

産業廃棄物ごとの「減量化マニュアル」の策定や市町

村の減量化対策への支援

廃棄物再資源化施設を立地しようとする市町村等に対し

立地計画策定に要する経費を助成 2,000千円

産業廃棄物の排出実態調査の実施 10,899千円

啓発セミナーの開催 444千円

・ リサイクル型社会構築推進事業費 ６，０４７ 石川県リサイクル製品認定事業費 1,118千円

H16.9末現在の認定製品 ９８品目（５１企業）

自動車リサイクル普及促進事業費 254千円

自動車リサイクル法の施行に伴う事業者の指導等

テレビ放送等によるリサイクルの普及啓発 4,675千円

・ 不法投棄等不適正処理防止対策事業費 １８，０１１ 産業廃棄物監視機動班による指導・監視 14,265千円

市町村職員の県職員併任制度(19市町村) 千円325

不法投棄連絡員制度補助金(17市町村) 2,210千円

不法投棄等の実態把握のための重機借上 200千円

パトロールの強化による不適正処理対策等 477千円

（休日・早朝・夜間・県境合同路上検査）

産業廃棄物適正処理推進講習会の開催 534千円

・ ＰＣＢ廃棄物処理対策事業費 ２２，１０６ ○ＰＣＢ廃棄物処理計画の策定等 3,106千円新

ＰＣＢ廃棄物処理基金出捐金 19,000千円

独立行政法人環境再生保全機構の「ＰＣＢ廃棄物処理

基金」へ出捐

基金総額７７０億円（国1/2 都道府県1/2 ）

・ 産業廃棄物処理推進費 ７，５８５ 産業廃棄物処理施設への立入調査・指導・放流水調査等

対象：188事業所（１～６回／年）

・ 産業廃棄物処理施設整備資金費 新規融資枠10億円 中小企業者の産業廃棄物処理施設整備に対する貸付
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事 業 名 金 額 （千円） 説 明

６ 質の高い環境形成に資する産業活動の推進

・ 環境配慮型企業活動支援事業費 １，３１４ 環境負荷の少ない社会構築のために企業の環境保全活動

を支援

環境マネジメント等推進費 929千円

企業の環境保全活動であるＩＳＯ１４００１の導入

環境経営フォーラムの開催

いしかわグリーン企業表彰費 385千円

模範的な環境保全活動を実施している県内企業

・ 「いしかわ環境企業アカデミー」開設事業費 ４，０００ ＩＳＯ１４００１認証取得企業等が有する優れた環境に

関する「知恵と技」を伝授する中小企業向けアカデミー

の開設

県内企業の環境行動実態調査の実施 2,000千円

調査対象 約1,000企業

調査項目 企業活動における「知恵と技」、省エネ

省資源行動支援ニーズ、環境産業の事業

内容等を収集

「環境企業」講座の開催 650千円

「地区別環境企業」研修会の開催 210千円

「石川の企業・環境を守り育てる知恵と技の見本市」

の開催 540千円

「いしかわ環境企業アカデミー」の運営 600千円

・ 環境保全資金費 新規融資枠８億円 中小企業者の公害防止、リサイクル関連等の循環型社会

づくりに資する施設・設備等に対する貸付

融資限度額 ５０，０００千円

災害に強い県土づくり７

・ 震災対策事業費 ８,４００ 石川県災害対策本部総合訓練の実施 1,977千円

石川県災害廃棄物処理指針の策定 4,429千円

市町村災害被災地対応マニュアルの策定等 1,994千円

避難所運営マニュアル、災害廃棄物対応マニュアルの

策定

・ 被災者支援物資整備費 ７,７４３ 被災者用備蓄物資の充実（災害救助基金による整備）

・ 津波浸水想定区域図作成費 ５,０００ 浸水想定区域図の作成費（電子データ等）

・ 防災行政無線整備費 １５,６００ デジタル化調査・設計費

（H17 調査・設計、H18～H19 整備工事）

・ 地震災害対策緊急整備事業費 ８８,８３２ 非常用発電機等整備費（防災拠点施設25箇所）

12,493千円

耐震診断費（県立学校体育館25校37棟） 56,853千円

耐震補強工事費（広岡保育所） 19,486千円

・ 防災訓練費 ２,５５６ 防災総合訓練、石油コンビナート防災訓練、広域応援訓

練の実施

・ 原子力等災害予防対策費 ９８,７９８ 原子力防護資機材整備費等 46,454千円

オフサイトセンター維持管理費 8,474千円

環境安全部
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防災講習・研修会費 13,445千円

防災訓練実施・啓蒙普及費 12,679千円

緊急時連絡網整備費 17,746千円

・ 災害救助犬養成事業費 ７３４ 災害救助犬の養成

・ 消防防災施設整備費 ８,２００ 消防防災施設等整備に対する助成（小型動力ポンプ、防

火水槽、救急高度化事業等）

消防団への入団促進事業に対する助成（制服等の整備）

・ 航空消防防災体制運営費 ２９８,８３８ 消防防災ヘリコプターの運航費等 149,573千円

機体整備費（2,500時間・5年点検） 149,265千円

・ 総合防災情報システム管理運営費 １８０,４７４ 総合防災情報システム管理費等 118,984千円

防災行政無線（地上系・衛星系）管理費 58,257千円

地震情報システム管理費 3,233千円

・ 志賀原電環境安全対策費 １９７，７３２ 環境放射線監視システムの運用等 149,672千円

緊急時環境モニタリングの運用 35,604千円

温排水影響調査、環境放射能水準調査費等 12,456千円

・ 緊急消防援助隊強化訓練費 ９５０ 県内合同訓練の実施（防災総合訓練時に実施）

安全、安心な暮らしの実現８

・ 不適正取引監視指導費（県民文化局へ移管） ８，０３８ 取引適正化のための監視・指導 873千円

不適正な取引行為の指定、禁止

違反事業者に対する立入調査、指導・勧告、公表

消費生活支援センターにおける商品テスト 680千円

商品等の苦情相談テスト、試買テストなど

専任調査員の配置（２名） 6,485千円

・ 消費者ステップアップ支援事業費（県民文化 １５，６１７ 被害の未然防止のための消費者教育の充実

局へ移管） 草の根消費者教室の開催 635千円

市町村と連携・協力し、県から講師を派遣

対象者：小・中・高校生、高齢者、障害者等

消費生活情報クイック提供サービス 258千円

電子メールによる消費生活情報の提供

消費生活広報事業（ラジオスポット） 532千円

学校における消費者教育 1,496千円

ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸを活用した公開授業(中学生対象)、

ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸを活用した消費生活講座(高校生対象)など

新聞３紙による消費者啓発情報の発信 7,737千円

消費生活支援センターにおける啓発・教育など

4,959千円

・ 市町村消費生活相談サポート事業費（県民文 ５，０１８ 市町村相談体制整備に対する支援

化局へ移管） ○消費生活相談員養成等支援 2,100千円新

消費生活専門相談員養成夜間ゼミナールの開催、

消費生活専門相談員必携の作成など

市町村相談業務支援員養成・派遣等 1,403千円

市町村で解決困難な苦情事案の解決をサポート

環境安全部
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消費生活推進員の設置等 1,515千円

・ 消費者被害対策事業費（県民文化局へ移管） ２，７３０ 消費生活支援センターにおける相談・苦情処理

相談受付・処理、相談情報の収集・提供 2,645千円

消費者苦情審査会の開催 85千円

委員４人、開催回数１回

・ 国民保護計画策定費 ９，９００ 国民保護協議会・幹事会の開催、県の国民保護計画の策

定など

（任期付職員（自衛官OB１名）の採用）

９ 交通安全対策の推進（県民文化局へ移管）

・ 高齢者交通安全対策費 ９，９００ 交通安全おもいやり家族サポート事業費 3,394千円

委託先：石川県交通安全母の会

高齢者交通安全推進員と交通安全母の会会員が高齢者

宅を訪問、反射材等を配布し交通安全意識を高揚

高齢者交通安全推進員による啓発活動の支援等

5,813千円

高齢者交通安全推進員による啓発活動及びコンピュー

タ・シミュレーションによる歩行体験教育

シルバー・チャレンジいしかわ事業費 693千円

ポイント制を導入した講習会の実施

１０ 身近な治安対策の充実（県民文化局へ移管）

・ 防犯まちづくり推進費 ６，０００ 推進体制の整備 464千円

推進会議（協議会）の設置

県、県民、自治会等及び事業者により組織

条例啓発パンフレット作成 1,296千円

配布先 県民、自治会等、事業者

防犯指針の作成 1,174千円

住宅、道路等、学校等に関する防犯上の指針

防犯フェアの開催 2,500千円

開催時期 17年8月下旬

場 所 地場産業センター

草の根「防犯座談会」の開催 566千円

町内会単位、各警察署管内15箇所

環境安全部


